
池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定業務委託仕様書 

 

１ 業務名 

  池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定業務 

 

２ 業務の目的 

  本業務は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」(平成 10年法律第 117号）第 21条

に基づき、本町の温室効果ガス排出量の現況推計や削減目標の設定、目標達成のための

対策・施策の立案を行い温室効果ガスの排出抑制に向けた総合的かつ計画的な施策を推

進するために、池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（以下「本計画」とい

う。）を策定することを目的とする。 

 

３ 履行期間 

  契約締結の日から令和８年１月 15日まで 

 

４ 業務内容 

  本業務は、環境省が公表している「地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マ

ニュアル（本編・算定手法編）」及び「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作

成方法とその実現方策に係る参考資料」などに基づき適切な方法で本計画を作成すると

ともに、国・長野県、本町の行政運営において関連のある計画との整合性を図ること。 

  また、持続可能な開発目標(SDGs)の視点を踏まえた計画を作成すること。 

 ⑴ 基本的事項の整理・現状分析 

   計画策定に必要となる地球温暖化の現状と地球温暖化をめぐる国内外の動向を整理

し、本町の自然・経済・社会的な観点から地域特性を捉え、脱炭素社会実現に向けて

解決すべき課題を整理する。また、本町における再生可能エネルギーの導入状況につ

いて情報収集を行い、課題等について現状分析を行う。 

 ⑵ 温室効果ガス排出量の把握及び将来推計 

   地域の特性や温室効果ガスの排出状況を踏まえ、今後追加的な対策を見込まないま

ま推移した場合の将来における温室効果ガス排出量について推計を行う。 

   なお、推計にあたっては、温室効果ガス排出量の削減対策の効果を踏まえた将来の

温室効果ガス排出量に関し、複数のパターンについて推計を行う。 

 ⑶ 再生可能エネルギーの導入目標作成 

   再生可能エネルギー全般にわたる導入ポテンシャルの把握にあたり、賦存量と利用

可能量に関する調査を行う。賦存量と利用可能量は、再生可能エネルギーの種類ごと

整理する｡ 

 

 

 



 ⑷ 意識・ヒアリング調査の実施及び分析 

   本町の地球温暖化防止の行動や再生可能エネルギー普及における現状の町民・事業

所の意識を把握するため、意識調査やヒアリング調査を実施し、調査結果を分析す

る。 

 ⑸ 計画と目標の検討及び目標達成のための対策・施策検討 

  ① 将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

    本町の温室効果ガス排出の将来推計を踏まえ、2050年カーボンニュートラルの

実現に向けた脱炭素シナリオと将来ビジョンを作成する。 

    また、将来的な社会インフラや人口動態の変化、脱炭素施策による経済的・社会

的課題などを総合的に考慮した対策を検討する。 

  ② 再生可能エネルギーの導入目標の作成 

    温室効果ガスの将来推計を踏まえた再生可能エネルギーの導入目標を設定する。

導入目標の設定にあたっては、本町の再生可能エネルギーの賦存量や潜在性を考慮

し、種別ごとに導入目標の設定と、現状に対する温室効果ガスの削減効果を再生可

能エネルギーの種別ごとに検証する。 

    なお、導入目標は 2050年を最終年度とし、中期目標(2030年)を合わせて設定す

る。 

 ⑹ 政策及び指標の検討並びに重要な施策に関する構想の策定 

   再生可能エネルギーの導入目標及び地域課題の解決を同時に達成するための政策及

び指標の検討を行う。また、再生可能エネルギー等の適正・適地の概略検討を行うと

ともに、将来的な「エネルギーの地産地消」や「地域循環共生圏」を見据えた重要な

施策に関する構想の検討及び事業化の提案を行う。 

 ⑺ 打合せ・協議 

   打合せ・協議は、業務着手時、中間、業務完了時のほか、必要に応じて実施する。

実施方式は、対面・ＷＥＢ会議等により行い、議事録を受託者において作成する。 

 ⑻ 会議等の運営支援 

   受託者は業務全体の進行管理、情報整理、確認のための打合せ・協議等を適宜行

う。また、庁内検討委員会、協議会等の会議資料の作成及び印刷を行うほか、会議に

出席して必要に応じ説明及び質疑に対する応答をする。 

 ⑼ 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）計画書素案の作成 

   前項までの結果をとりまとめ、池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）計画

書素案を作成する。また、区域施策編原案のパブリックコメントを行うにあたり、公

表する資料の作成等を行う。なお、計画書及び概要版には写真・イラス ト・図表を

適切に配置し、読みやすくデザイン性に優れたものとする。 

 

 

 

 



５ 管理技術者及び主任技術者 

  受託者は、本業務の実施にあたり管理技術者及び主任技術者を配置すること(兼務不

可)。 

  なお、技術者は、地方公共団体実行計画(域施策編)の策定及び改定業務、または類似

業務について関わった実績を有する者とする。 

 

６ 成果品 

 ⑴ 本業務の成果品は、以下のとおりとする。 

  ① 業務報告書 Ａ４版縦サイズ ２部 

   ア 池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）概要版(カラー) 

   イ 池田町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（カラー） 

   ウ 本計画作成に係る関連資料、議事録、その他資料 

  ② 上記データを格納した電子データ（PDF及び Microsoft Officeデータ） 

    CD-Rまたは DVD-R ２枚 

 ⑵ 成果品に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠及び所有権（以下

「著作権等」という。）は、本町が保有するものとする。 

 ⑶ 納入される成果品に受託者または第三者が権利を有する著作物等が含まれる場合に

は、受託者が当該既存著作物の使用に必要な費用負担と使用許諾契約等に係る一切の

手続きを行うものとする｡ 

 ⑷ 受託者は、成果品提出時に発注者の検査を受け、訂正を指示された時は速やかにこ

れを処理しなければならない。 

 

７ その他 

 ⑴ 受託者は、本業務の目的や意図を十分に理解したうえで、仕様に基づいた計画を作

成して発注者と打ち合わせを行い、誠意をもって業務を遂行するものとする。 

 ⑵ 受託者は、必要に応じて町と打ち合わせを行い、業務を進めること。また、業務の

進捗状況等、町の求めに応じて本業務に係る情報を提供すること。 

 ⑶ 委託料の支払いは、精算払いにより支払うものとし、成果品を納品し、本町の検査

合格後、受託者が提出する適法な支払請求書を受理した日から 30日以内に支払うも

のとする。 

 ⑷ 本業務の遂行にあたり、受注者は業務上知り得た事項を第三者に漏えいしないよう

にすること。 

 ⑸ 受注者は、個人情報保護の重要性を十分認識し、本業務の実施により知り得た個人

情報については、池田町個人情報保護条例等関係法令に基づき、情報の厳格な管理及

び適切な運用を行うこと。 

   また、本業務が完了した後においても同様とする。 

 

 



 ⑹ 受注者は、本業務の遂行において本町から資料の貸与を受ける必要がある場合は、

本町と協議のうえ貸与を受けること。なお、貸与を受けた場合は、業務終了後速やか

に資料を返却すること。 

   また、貸与を受けた資料を汚損等させた場合は、受注者の責任において復旧するこ

と。 

 ⑺ 受注者の責に帰すべき理由により、本町または第三者に損害を与えた場合には、受

注者がその損害を賠償すること。 

 

 ⑻ 受注者は本業務実施にあたり、業務の全部または主要な部分を一括して第三者に委

託することはできない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た時は、この限りでは

ない。 

 ⑼ 本業務の実施に関し、仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合は双方協議の

うえ定めるものとする。 

 ⑽ 本業務は、環境省の補助事業である「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地

域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」を活用し

た業務であるため、当該補助事業の主旨を理解したうえで、補助金の交付規定等を遵

守し業務を実施すること。 


